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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第22期

第３四半期累計期間
第23期

第３四半期累計期間
第22期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 12,655,767 15,350,116 16,908,115

経常利益 (千円) 1,569,115 1,751,248 1,968,657

四半期(当期)純利益 (千円) 987,142 1,162,812 1,142,308

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 5,568,222 5,568,222 5,568,222

発行済株式総数 (株) 12,576,300 12,576,300 12,576,300

純資産額 (千円) 15,132,015 15,969,994 15,283,527

総資産額 (千円) 22,694,338 27,158,375 23,791,656

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 80.41 94.76 93.06

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 39.00

自己資本比率 (％) 66.7 58.8 64.2
 

 

回次
第22期

第３四半期会計期間
第23期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.14 24.86
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．平成28年７月１日を効力発生日として、10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）におけるわが国経済は企業収益や設備

投資、雇用情勢の改善も進み、景気は緩やかな回復基調で推移しました。世界経済においても北朝鮮情勢の緊迫化

など、地政学的なリスクは存在するものの、雇用環境が底堅く推移する米国や製造業の回復に牽引されるユーロ圏

などを中心に緩やかな回復基調が継続しております。

当社が属する不動産業界は、日銀によるマイナス金利政策による市場活性化等の影響により、都市部においては

地価の上昇等持ち直しの動きを見せ、ここ数年の厳しい経済環境から着実に回復し、概ね順調に推移しておりま

す。このような環境のもと、当社は不動産運用サービス事業を中心としたストック型ビジネスと底地事業を中心と

した不動産再生・流動化サービス事業を積極的に展開いたしました。

この結果、売上高は15,350百万円（前年同四半期比21.3％増）、営業利益は1,689百万円（前年同四半期比9.3％

増）、経常利益は1,751百万円（前年同四半期比11.6％増）、四半期純利益は1,162百万円（前年同四半期比17.8％

増）となりました。

 

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

 

不動産運用サービス事業は、基幹事業であるストレージ事業において、積極的な新規出店と運用面では堅調な稼

働を維持し収益拡大に貢献しました。また、新タイプの「土地付きストレージ」の開発及び出店による新たな顧客

需要の発掘やサンリオの人気キャラクター「ハローキティ」とのコラボレーションによるブランド力の強化など、

積極的な事業展開を行いました。その結果、売上高は13,873百万円（前年同四半期比18.2％増）、セグメント利益

は2,226百万円（前年同四半期比8.3％増）となりました。

また、不動産再生・流動化サービス事業は、不動産市況の影響を受けにくい底地事業の事業規模を拡大し、底地

購入及び売却を積極的に行いました。この結果、売上高は1,476百万円（前年同四半期比61.5％増）、セグメント利

益は382百万円（前年同四半期比66.8％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ3,366百万円増加し、27,158百万円となりました。

増減の主な内訳は、仕掛販売用不動産の増加2,997百万円、販売用不動産の増加422百万円、現金及び預金の減少885

百万円であります。

また、当第３四半期会計期間末における負債合計は前事業年度末に比べ2,680百万円増加し、11,188百万円となり

ました。増減の主な内訳は、長期借入金の増加2,833百万円、短期借入金の減少451百万円であります。

当第３四半期会計期間末における純資産合計は前事業年度末に比べ686百万円増加し、15,969百万円となりまし

た。増減の主な内訳は、利益剰余金の増加684百万円（四半期純利益による増加1,162百万円、配当金の支払による

減少478百万円）であります。これらの結果、自己資本比率は58.8％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,760,000

計 35,760,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,576,300 12,576,300
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数100株

計 12,576,300 12,576,300 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 12,576,300 ― 5,568,222 ― 5,612,719
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 305,900
 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,105,300
 

121,053
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 165,100
 

― ―

発行済株式総数 12,576,300 ― ―

総株主の議決権 ― 121,053 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式95株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
エリアリンク株式会社

東京都千代田区
外神田四丁目14番１号

305,900 ― 305,900 2.43

計 ― 305,900 ― 305,900 2.43
 

（注）当社は、上記のほか、単元未満の自己株式を95株所有しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、優成監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,158,615 6,273,599

  売掛金 95,455 112,525

  完成工事未収入金 124,057 －

  商品 335,501 283,230

  販売用不動産 3,561,365 3,983,624

  仕掛販売用不動産 335,707 3,333,288

  未成工事支出金 92,875 115,357

  貯蔵品 13,509 22,412

  その他 479,390 720,374

  貸倒引当金 △27,821 △42,726

  流動資産合計 12,168,657 14,801,686

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 5,660,158 5,910,691

    減価償却累計額 △1,576,407 △1,745,666

    減損損失累計額 △179,717 △167,860

    建物（純額） 3,904,033 3,997,163

   土地 3,954,095 4,224,697

   その他 3,450,383 3,930,444

    減価償却累計額 △1,144,785 △1,354,988

    減損損失累計額 △158,990 △153,397

    その他（純額） 2,146,608 2,422,057

   有形固定資産合計 10,004,737 10,643,919

  無形固定資産   

   その他 107,439 151,177

   無形固定資産合計 107,439 151,177

  投資その他の資産   

   その他 2,814,496 2,865,387

   貸倒引当金 △1,303,675 △1,303,795

   投資その他の資産合計 1,510,821 1,561,592

  固定資産合計 11,622,998 12,356,689

 資産合計 23,791,656 27,158,375
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 243,555 203,156

  工事未払金 471,248 431,331

  短期借入金 1,977,500 1,526,481

  1年内償還予定の社債 50,000 107,000

  1年内返済予定の長期借入金 488,400 529,923

  未払法人税等 316,580 321,444

  その他 1,412,083 1,307,704

  流動負債合計 4,959,368 4,427,041

 固定負債   

  社債 175,000 439,500

  長期借入金 2,016,144 4,849,386

  資産除去債務 585,340 660,048

  その他 772,275 812,405

  固定負債合計 3,548,760 6,761,340

 負債合計 8,508,128 11,188,381

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,568,222 5,568,222

  資本剰余金   

   資本準備金 5,612,719 5,612,719

   資本剰余金合計 5,612,719 5,612,719

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 4,363,787 5,047,978

   利益剰余金合計 4,363,787 5,047,978

  自己株式 △261,525 △264,289

  株主資本合計 15,283,203 15,964,631

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,281 6,133

  繰延ヘッジ損益 △1,957 △770

  評価・換算差額等合計 324 5,363

 純資産合計 15,283,527 15,969,994

負債純資産合計 23,791,656 27,158,375
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 12,655,767 15,350,116

売上原価 9,052,153 11,221,120

売上総利益 3,603,614 4,128,995

販売費及び一般管理費 2,057,497 2,439,334

営業利益 1,546,116 1,689,661

営業外収益   

 受取利息 8,063 6,470

 貸倒引当金戻入額 80 71

 受取遅延損害金 1,159 1,023

 移転補償金 49,161 88,886

 その他 12,125 26,760

 営業外収益合計 70,591 123,211

営業外費用   

 支払利息 26,320 42,213

 社債利息 187 797

 社債発行費 4,195 9,182

 為替差損 6,417 2,237

 その他 10,471 7,193

 営業外費用合計 47,592 61,624

経常利益 1,569,115 1,751,248

特別利益   

 固定資産売却益 12,906 27,245

 事業譲渡益 8,662 8,662

 特別利益合計 21,568 35,907

特別損失   

 本社移転費用 － 16,469

 固定資産除却損 4,631 18,902

 投資有価証券償還損 2,406 －

 特別損失合計 7,037 35,371

税引前四半期純利益 1,583,647 1,751,785

法人税、住民税及び事業税 505,312 571,799

法人税等調整額 91,191 17,173

法人税等合計 596,504 588,972

四半期純利益 987,142 1,162,812
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【注記事項】

(追加情報)

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間

(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

減価償却費 380,092千円 433,026千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月24日
定時株主総会

普通株式 478,775 3.9 平成27年12月31日 平成28年３月25日 利益剰余金
 

（注）平成28年７月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。

　　　平成27年12月期の１株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日
定時株主総会

普通株式 478,620 39.0 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額不動産運用
サービス事業

不動産再生・
流動化サービス

事業
計

売上高      

 外部顧客への売上高 11,741,366 914,401 12,655,767 ― 12,655,767

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 11,741,366 914,401 12,655,767 ― 12,655,767

セグメント利益 2,056,795 229,449 2,286,244 △740,127 1,546,116
 

(注) １．セグメント利益の調整額△740,127千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な

内容は管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額不動産運用
サービス事業

不動産再生・
流動化サービス

事業
計

売上高      

 外部顧客への売上高 13,873,148 1,476,968 15,350,116 ― 15,350,116

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 13,873,148 1,476,968 15,350,116 ― 15,350,116

セグメント利益 2,226,940 382,692 2,609,633 △919,971 1,689,661
 

(注) １．セグメント利益の調整額△919,971千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な

内容は管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 80円41銭 94円76銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 987,142 1,162,812

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 987,142 1,162,812

   普通株式の期中平均株式数(株) 12,275,618 12,270,718
 

(注) １．平成28年７月１日を効力発生日として、10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　 　２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月８日

エリアリンク株式会社

取締役会  御中

優成監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   須   永   真   樹   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   佐　　藤　　健　　文   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリアリンク株

式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第23期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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